
 

 

 

 

 

市第 22 号議案 横浜市地域ケアプラザ条例の一部改正 

 

１ 提案理由 

 横浜市港南台地域ケアプラザ（以下「港南台地域ケアプラザ」という。）において介護

保険法に基づく通所介護等の事業を廃止するため、横浜市地域ケアプラザ条例（以下「条

例」という。）の一部を改正します。 
 

２ 改正の概要 

(1) 改正の内容 

 介護保険法に基づく通所介護等の事業（以下「デイサービス」という。）を行わな

い地域ケアプラザを定める条例別表第３に、港南台地域ケアプラザを加えます。 

 

(2) 改正の理由 

地域ケアプラザは、第１館目が開所した平成３年当初に比べ、役割や機能が増加し

ていますが、各施設で有効に使えるスペースは、整備時の土地・建物の制約等により

異なっています。現在本市では、地域ケアプラザがより一層、機能を発揮できるよ

う、相談支援や地域支援に必要なスペースを確保する、狭あい対策を進めています。 

港南台地域ケアプラザは、相談支援や地域支援に充てることができるスペースが狭

く、相談ニーズが高いにも関わらず、十分なスペースを確保できない状況が続いてい

ます。一方で、港南台地域ケアプラザ周辺では、デイサービスを提供する事業者が多

く、当該地域ケアプラザでデイサービスを行う必要性が薄れています。 

このため、令和８年４月１日から、港南台地域ケアプラザでのデイサービスを廃止

し、デイサービスに使用しているスペースを相談支援や地域支援等に活用すること

で、今後の高齢者数増加に伴う相談件数の増加への対応や地域支援の充実に努めま

す。 

 

３ 施行予定日 

  令和８年４月１日 

 

４ 今後のスケジュール（予定） 

  令和６年 10 月～  デイサービス利用者※、地域住民及び関係機関等へ説明 

（※令和７年度末までに移行先を調整） 

  令和７年度     施設の改修設計 

  令和８年４月～   デイサービス廃止、施設の改修工事（相談スペース等拡充） 

 

 

裏面あり  

健康福祉・医療委員会資料 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 8 日 

健 康 福 祉 局 



 

 

【参考１】地域ケアプラザの概要 

１ 役割・機能 

(1) 相談支援機能（地域の身近な福祉保健の相談窓口） 

(2) 地域支援機能（地域ネットワークづくり、市民活動への貸室等） 

(3) 介護保険事業（居宅介護支援事業、介護予防支援事業、デイサービス等） 
 

２ 役割・機能の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施設数 

146 館（中学校区程度に１館設置。デイサービス設備がある施設は 95 館） 

平成３年 11 月：１館目開所（上飯田地域ケアプラザ（泉区））  

令和６年７月 ：146 館目開所（上永谷駅前地域ケアプラザ（港南区）） 

（整備計画 146 館完了） 
 

【参考２】港南台地域ケアプラザの概要 

 内      容 

所在地 港南区港南台３－３－１ 

現指定管理者 社会福祉法人恩賜財団済生会支部神奈川県済生会 

現指定期間 令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで 

開設年度 平成６年度（築 30 年） 

相談・地域支

援の現状 

全市比較 多目的室 相談室 
面接での相談件数 

令和４年度 令和５年度 

港南台地域ケアプラザ 73 ㎡ 17 ㎡※２ 831 件 857 件 

地域ケアプラザ平均※１ 106 ㎡ 21 ㎡ 377 件 383 件 

  ※１ 面積は民設、合築施設は除く  ※２ 通路を含むため有効面積は限定的 

 

【参考３】港南台地域ケアプラザ半径 1km 町丁目内デイサービス事業所数 

     34 か所 定員 610 人（うち港南台地域ケアプラザ定員 18 人） 

＜第１館目＞ 
上飯田在宅支援 
サービスセンター 
（平成７年から 
地域ケアプラザに 
名称変更） 

相談・調整 

地域活動・交流 

デイサービス 

デイサービス 

在宅介護支援センター
創設 

在宅介護支援 
センター(高齢者) 

介護保険事業として
通所介護及び居宅
介護支援を実施 

通所介護 

（平成 12 年） 

居宅介護支援 

介護保険法施行 

平成 19 年度整備着手
からは、通所介護の整備
廃止（過去に整備したも
のは継続） 

通所介護･ 
介護予防通所介護 

地域包括支援 
センター（高齢者） 

介護予防支援 

居宅介護支援 

地域包括支援センター・
介護予防事業創設 

生活支援体制整備
事業 

【95 施設】通所介護･
介護予防通所介護 

身近な相談・調整 
（子ども・障害児者） 

介護予防支援 

居宅介護支援 

生活支援体制整備事業
創設 

平成 15 年度整備着手
からは、通所介護は民
設民営に変更（過去に
整備した公設民営は継
続） 

身近な相談・調整 
（子ども・障害児者） 

身近な相談・調整 
（子ども・障害児者） 

身近な相談・調整 
（子ども・障害児者） 

（平成 18 年） （平成９年） （平成３年） 
（平成 28 年） 

地域活動・交流 地域活動・交流 地域活動・交流 地域活動・交流 

在宅介護支援 
センター(高齢者) 

地域包括支援 
センター（高齢者） 


